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地域住民生活等緊急支援のための交付金事業

地方創生先行型交付金活用事業 905,000千円
・総合戦略の策定に先行して取り組むべき課題に対応する事業を実施。

地域消費喚起・生活支援交付金活用事業 1,680,000千円
・県内での消費を直接喚起する取組を実施。

地方版総合戦略策定 ７,８００千円
・次期総合計画及び地方人口ビジョン・総合戦略の策定（企画課） 7,800千円

地域しごと支援 １７０,１７６千円
県内への移住促進や若者の県内就職、定着を推進する。
【主な新規・拡充事業】
・ぐんま暮らし支援（地域政策課） 19,000千円 ・働く女性の活躍推進（労働政策課） 2,500千円
・若者就職全力応援（労働政策課） 133,222千円

創業支援・販路開拓 ２００,５１１千円
県内での創業を支援するとともに、海外を含めた県外への販路開拓などに取り組む。
【主な新規・拡充事業】
・医療産業振興（産業政策課） 13,216千円 ・サービス産業振興（商政課） 1,587千円
・農畜産物等輸出促進（蚕糸園芸課） 15,602千円 ・ミラノ国際博覧会出展（蚕糸園芸課） 24,000千円

観光振興・対内直接投資促進 １３６,２４１千円
海外からの観光誘客や投資を県内に呼び込む取組を推進する。
【主な新規・拡充事業】
・海外セールスプロモーション（観光物産課） 12,400千円 ・千客万来支援（観光物産課） 120,000千円
・海外販路開拓支援（ベトナムとの経済交流促進など）（工業振興課） 3,841千円

宿泊観光促進・物産振興 １,６８０,０００千円 （観光物産課）
本県の魅力を積極的に発信し、観光客の増加や県産品の販売促進につなげるため、プレミアム付
宿泊券の発行や県産品通販サイトでの割引販売を実施。

少子化対策 ３９０,２７２千円
総合戦略に基づき本格的に取り組む少子化対策について、特に必要性が高い子育て支援などの
取組を先行実施する。
【主な新規・拡充事業】
・第３子以降３歳未満児保育料免除（子育て支援課） 323,824千円
・食物アレルギー対策（子育て支援課） 43,600千円
・家族形成支援（少子化対策・青少年課） 5,415千円
・県総合スポーツセンター授乳室設置（スポーツ振興課） 2,884千円

国の交付金を活用し、地方版「まち・ひと・しごと」総合戦略の策定に先立って、特に必要
性の高い事業を先行実施するとともに、地域での消費喚起のための施策を実施する。


